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別紙１－２ 

本論文は、思春期の子どものうち中学生に着目し、その通学以外の移動の実態を

アンケートにより調査し、交通手段選択に個人・家族・自然的もしくは物理的環境・

政策といった要因がどのように影響するかを社会生態学的アプローチによって検

討することで、その決定メカニズムを明らかにしたものである。思春期は自立意識

が高まりつつある一方で移動手段が限られており、移動しやすくすることは子ども

自身や保護者に利益をもたらす要因として学術的・政策的に注目されているが、通

学以外の移動に着目した調査分析は世界的に見ても少なかった。 

本研究では、日本の郊外部 1 地域、地方部 2 地域を対象に、まず中学生に対して

移動実態と意識に関するヒアリングを実施した。これに基づきアンケート調査票と

移動日誌を設計し、中学校の協力のもと、中学生とその保護者に記入してもらい、

487 人の回答と 2,131 件の移動データを得た。これらを集計し統計分析を行うとと

もに、離散選択モデル（ロジットモデル）を用いて手段選択行動を推定し、それに

影響を及ぼす要因を分析した。統計分析からは、郊外部・地方部のいずれも、中学

生の通学以外の移動は保護者の運転による自家用車での移動が大半であった。郊外

部では自転車による自立した移動が見られるものの、自転車利用が困難な地方部で

は移動が大きく制約されており、自由に動きたいという思いを持っている現状が明

確になった。一方で保護者は子どもの自立心を制約する傾向が強く、子どもとの間

で移動に関する認識について乖離が大きいことも明らかとなった。さらに、離散選

択モデルの推定結果からは、3 地域で比較的異なるパターンが示され、自然的・物

理的環境の影響が大きいことが分かった。公共交通選択に関する要因としては、子

どもの年齢、保護者の年齢・職業、兄弟の数といった要因が大きく、次いで子ども

のみの移動を許容する範囲と、自立心の強さや保護者・友人からの支援といった心

理的変数が中程度の影響を与えていた。地方部では、近隣の安全性の高さが徒歩・

自転車移動選択を高める効果があることが分かった。 

今回の分析結果によって、思春期の通学以外の移動状況と交通手段選択決定要因

について理解を深めることにつながった。そして、家庭の移動行動に対する認識を

変えるとともに、保護者の運転に頼らない自立した移動を実現する交通手段を安全

に安心して利用できる環境を自治体が提供することの重要性が示唆された。本研究

では 3 地域での調査にとどまっており、地域特性の違いを明確に理解するためには

更なる調査が必要であるものの、現段階でも有用な知見が得られている。 

以上のように、本論文は交通計画学の発展に大きく寄与することはもとより、

SDGs11-2 に挙げられている公共交通機関等による子どもの移動確保を実現する方

策の検討における重要なデータとして活用できる。よって、本論文の提出者

KHALEGHI Marjan さんは、博士（環境学）の学位を授与される資格があるものと判

定した。 
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